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研究成果の概要（和文）： 2つのイベント（ラグビー2019および東京2020）が開催地域にもたらした効果とし
て、ラグビー2019の方が東京2020に比べてよい社会効果を生み出したと捉える地域住民が多いことが明らかとな
った。ただし、両イベントにおいてイベントから波及する効果を過大評価する傾向は共通していた。また、イベ
ントから波及する効果を最大化する取り組みとして、大会の開催やスポーツ施設の改修などを通じて、開催地域
内外への波及効果を大きくする試みが確認された。したがって、イベント前に過度にイベントの効果を喧伝する
のではなく、イベント後を見据えた持続可能かつ戦略的な取組みを行うことの重要性が示唆された。

研究成果の概要（英文）：The results revealed that residents' perceptions of the social impacts of 
the Rugby World Cup 2019 were higher than Tokyo 2020. Moreover, the common results, in which 
residents overestimated the impacts of events were found in both events. Regarding the leveraging 
strategy in both events, two case studies were conducted. Developing new organizations, holding 
events including other related events, and renovating stadiums before and after the main events were
 common trials in both cases. The key factor for a successful leveraging strategy is having a clear 
vision to develop their region thtough sporting events with a sustainable standpoint of view.       
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キーワード： スポーツイベント　社会効果　開催地域　イベント効果の最大化　イベントレバレッジ戦略

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究の意義としては、わが国で行われた2つのメガ・スポーツイベントを対象に、縦断データを用いて地域住
民の社会効果を定量的に明らかにしたこと、そして、イベントを通じて開催地域の活性化をどのようにして展開
していったのかを定性的に明らかにした点にある。我が国において、縦断データを用いたスポーツイベントの社
会効果の検証やイベントレバレッジフレームワークを用いた事例は極めて少ないことからも、今後わが国で実施
されるスポーツイベントを開催・誘致するうえで有用なエビデンスを提供できたと考えられる。本研究を一つの
事例として、今後行われる大小様々なイベントを対象に、エビデンスの蓄積が行われていくことが期待できる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
近年は、スポーツイベントが開催地域にもたらすインパクトとして、開催地域住民を対象

に、イベントに対する評価を測定する社会効果研究に注目が集まってきている。ところが、時

系列データを用いた「縦断的検証」や、個々人の異質性を考慮した効果検証は十分な検討が行

われていない。また、近年の研究ではイベント評価に加えて、イベント運営側の視点から、イ

ベントが開催地域にもたらす社会・経済効果の最大化を目指す「イベントレバレッジ戦略の解

明」が求められている。 

 
２．研究の目的 

そこで、本研究では日本で開催された2つのメガ・スポーツイベントを研究文脈に、１）開催

地域住民を対象とした縦断調査を通じてイベントの社会効果を精緻に評価し、2）イベント運営

者へのインタビュー調査を通じて、イベントレバレッジ戦略のメカニズムを明らかにすること

を目的とした。 

 
３．研究の方法 
 社会効果の測定はインターネット調査を用い、イベントが開催されている地域住民(n=1,000)

を対象に、性別・年齢・居住地等を考慮した割付によるサンプリングを行った。検証に使用す

る尺度は、申請者が開発してきた 11因子 35項目の包括的社会効果尺度（押見, 2018）を使用

した。調査はイベント前後で行い、ラグビー2019 は 3か月前、4か月後、30 か月後に東京 2020

は 1か月前、2週間後、そして 17か月後に調査を行った。研究 2では、研究 1の調査結果を踏

まえつつ「どのようにしてメガ・スポーツイベントが開催地域にもたらす社会・経済効果を最

大化したのか？」というリサーチクエッションのもと、半構造化インタビュー調査（n=5）を行

った。インタビュー結果の書きおこしを行った後に、イベントレバレッジフレームワーク

（Chalip, 2006）を参考に、①レバレッジの資源、②機会、③戦略目標、④手段及び⑤課題事項

の 5つにコーディングを行い、解釈を行った 

 

４．研究成果 

 研究 1で使用した尺度の信頼性や妥当性を確認した後に（Oshimi et al., 2021; Oshimi et al., 

2022）それぞれの大会で行ったイベント前後の社会効果に対する認知の変化を確認した。結果

を概観すると、ラグビー2019 および東京 2020 ともに、イベント前と比較して、イベント後の

方が社会効果の認知の値が下がる傾向が見られた。また、ラグビー2019 と比較して東京 2020

の方が正の社会効果よりも負の社会効果に対する数値が高い傾向が見られたことから、東京

2020 の方が開催地域住民はネガティブに捉えられていたことがわかる。また、イベントへの支

援意図に対しては、特に快感情の獲得や社会関係資本の促進、そしてスポーツへの興味促進と

いった要素が正の影響を与えることがラグビー2019 のデータからは明らかとなっており、

（Oshimi et al., 2021）、同様に東京 2020 においても正の社会効果がイベントへの支援意図に正

の関係性があることが明らかとなっている（Oshimi et al., 2022）。また、尺度の回答方法を「回

答者自身への影響」か「地域全体への影響か」で分けて調査を行ったところ、自身への影響を

問うた項目の方が支援意図への影響は大きくなる傾向が見られた（Oshimi et al., 2022）。 

 これらの結果を考慮すると、イベント開催地域の住民はイベントの効果を過大評価する傾向

があり、これらは過去の先行研究でも指摘されてきた点である（e.g., Kim & Petrick, 2005; 

Balducks et al., 2011; Oshimi et al., 2016）。したがって、イベント主催者は必要以上にイベントが



地域に波及する効果を伝えるのは適切ではないことが示唆される。なぜなら、社会交換理論に

従えば、期待以上の効果を得られなかった住民はイベントへの支援に対しネガティブな態度を

取る可能性があるためである（Ap, 1992）。また、イベントに関わる効果を自分事として認識す

ることで、イベントの支援意図により強い説明力を持つことも明らかとなったことから、イベ

ント主催者はいかにして地域住民をイベントに巻き込み、イベントを「自分事」として捉えさ

せるかが鍵となることが示唆される。 

 

表 1. イベント前・後の社会効果の値  
イベント前 イベント後 イベント後 
平均 SD 平均 SD 平均 SD 

経済活動の促進 ラグビー2019 3.97 1.29 3.59 1.41 3.64 1.29 
東京 2020 3.28 1.61 2.68 1.28 3.17 1.44 

イメージ・認知度の向上 ラグビー2019 4.11 1.39 3.93 1.64 3.98 1.46 
東京 2020 3.55 1.68 3.44 1.49 3.44 1.57 

新たな機会の獲得 ラグビー2019 3.51 1.47 3.33 1.55 3.31 1.46 
東京 2020 3.22 1.55 3.10 1.43 3.14 1.48 

地域での一体感向上 ラグビー2019 2.89 1.37 2.60 1.36 2.69 1.30 
東京 2020 2.66 1.51 2.37 1.32 2.69 1.46 

快感情の獲得 ラグビー2019 3.48 1.54 3.69 1.73 3.58 1.62 
東京 2020 3.00 1.71 3.21 1.66 3.28 1.62 

社会関係資本の促進 ラグビー2019 2.98 1.35 2.69 1.38 2.81 1.33 
東京 2020 2.63 1.51 2.54 1.38 2.83 1.46 

スポーツへの興味促進 ラグビー2019 3.26 1.51 3.11 1.60 3.13 1.50 
東京 2020 2.88 1.59 2.97 1.56 3.08 1.57 

開催経費の過負担 ラグビー2019 3.99 1.36 3.12 1.41 3.61 1.21 
東京 2020 4.87 1.79 5.01 1.73 4.86 1.62 

混乱や混雑の増加 ラグビー2019 3.91 1.21 2.53 1.24 2.66 1.18 
東京 2020 4.51 1.59 3.66 1.50 3.49 1.42 

不安感の増幅 ラグビー2019 4.01 1.36 2.85 1.34 3.01 1.28 
東京 2020 4.30 1.56 3.67 1.55 3.73 1.48 

新型コロナウィルスに対
する不安感の増幅 

ラグビー2019 － － － － － － 
東京 2020 5.31 1.76 5.15 1.70 4.58 1.64 

 

 

研究 2については、文脈が類似している 2つの都市（熊谷市及び東大阪市）を対象とした。

双方ともに市内にラグビー専用競技場（熊谷市：熊谷ラグビー場、東大阪市：花園ラグビー

場）を抱えておりラグビーW杯の開催会場となった。また、ラグビーのまち（ラグビータウ

ン）を標榜し、同競技場及びラグビーを起点とした地域活性化を自治体主導で行っている点も

共通している。インタビューは両市ともにスポーツ行政担当の自治体職員を対象に行われた。

インタビューの結果にもとづき、2つの都市のイベントレバレッジモデルを作成した（図 1）。

レバレッジの資源、機会そして、戦略目標については 2つの都市において共通しており、イベ

ントを通じてイベントツーリストの増加やメディアの注目、そして住民の関与を高め、ラグビ

ー及びスポーツの関係人口（する・みる・ささえる）の増加や都市ブランディングの強化、そ

してシビックプライドの醸成に伴うラグビータウンの推進を戦略目標としていた。戦略目標を

達成する手段については、地元スポーツチームとの連携やスポーツツーリズムの推進、ラグビ

ー場を中心とした周辺施設の開発、新たな組織の設立なども共通事項であった。双方ともに、

ラグビーに対する理解や熱量の高さを活用し大会期間前・中・後で多様なイベントを開催し、

市内外の関係人口を増やすことでスポーツ・ラグビーの振興やシビックプライドの醸成に繋げ

る背策を展開していた。 

 熊谷市で特筆すべき点としては、ラグビー2019 後に熊谷スポーツコミッションを同市に設立



し、ラグビーW杯後に継続してスポーツツーリズムを推進し、合宿の誘致やイベントの開催を

スポーツ行政の柱の一つにしている点にある。東大阪市は、スポーツのまちづくり戦略室を

2017 年に設置（現スポーツのまち推進室）し、ラグビーのみならず「ウィルチェアースポーツ

の聖地」を標榜し、車いすスポーツ専用のコートを整備した。その他、花園ラグビー場が立地

する花園中央公園を Park-PFI によって整備し、高校ラグビーの聖地である花園ラグビー場を目

指した OB・OG を対象とした「マスターズ花園」を新設するなど、同公園を拠点としたハード・

ソフト面一体となった多様な取り組みを行っている。 

2 つの都市に共通する今後の課題として、継続的な取り組みを通じた更なるイベントの誘致

や創設、多様なステークホルダーを巻き込んだイベントの収益化、また KPI の精緻化と定量化

などがあり、メガ・スポーツイベント後の更なる継続的な取り組みが期待される。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 1 熊谷市および東大阪市におけるイベントレバレッジ戦略 



本研究全体の意義としては、わが国で行われた2つのメガ・スポーツイベントを対象に、縦断

データを用いて地域住民の社会効果を定量的に明らかにしたこと、そして、イベントを通じて

開催地域の地域活性化をどのようにして展開していったのかを定性的に明らかにした点にあ

る。我が国において、縦断データを用いたスポーツイベントの社会効果の検証やイベントレバ

レッジフレームワークを用いた事例は極めて少ないことからも、今後わが国で実施されるスポ

ーツイベントを開催・誘致するうえで有用なエビデンスを提供できたと考えられる。本研究を

一つの事例として、今後行われる大小様々なイベントを対象に、エビデンスの蓄積が行われて

いくことを期待したい。一方で、本研究の限界として東京2020の延期や無観客試合での実施な

ど、過去に例のない大会形式となったことにより、当初計画していた調査を十分に行えなかっ

た点が挙げられる（例えば、オリンピックにおいてはレバレッジフレームワークを適用できな

かったことや両イベント開催に伴う相互作用の検証等）。したがって、東京2020の社会効果の結

果の解釈はそうした点を考慮に入れて行う必要がある。 
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